
平成20年3月31日現在 人口 71,455 人

世帯数 25,357 世帯

平成20年9月30日現在 人口 71,370 人

世帯数 25,515 世帯

※　資料中、各項目を四捨五入していますので、合計と一致しない場合があります。
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平成20年11月1日発行

玉名市役所総務部財政課

　地方自治法第243条の3第1項に基づく｢玉名市財政事情の公表に
関する条例｣の定めるところにより、平成20年9月30日現在の財政
状況を公表します。

　毎年、５月と１１月の２回、市民の皆さんに玉名市の財政事情を公表することになっています。
　今回は、平成19年度の決算状況や平成20年度予算の執行状況（平成20年9月30日現在）、また、
市の財産や借入金の状況はどうなっているのかをお知らせします。



　平成１９年度の各会計の決算は、次のとおりとなりました。

（単位：百万円）

収入
　　　　Ａ

支出
　　　　Ｂ

差引
Ｃ（Ａ－Ｂ）

２０年度への
繰越財源　Ｄ

実質収支
　　　Ｃ－Ｄ

26,946 26,372 574 65 509

9,062 9,003 59 59

8,841 8,824 17 17

5,588 5,512 76 76

9 9 0 0

1,230 1,219 11 7 4

66 58 8 8

0 0 0 0

16 14 2 2

24,812 24,639 173 7 166

収入　A 支出　B
差引

C（A－B）
補てん財源

D

収益的収支 770 687 83

資本的収支 112 602 △ 490 490

収益的収支 1,446 1,025 421

資本的収支 887 1,510 △ 623 623

49,987 32,242
18,760 11,760

5,925,784 4,277,147
4,707,910 3,285,096

493,815 356,429
392,326 273,758

79.4 76.8

計

平成１９年度決算の概要

　一般会計では、収入が２６９億４千６百万円（前年度比5.0％減）、支出は２６３億７千２百万円（前年度比
4.2％減）で、平成２０年度への繰越財源を差し引いた実質的な収支では、５億９百万円の黒字となっていま
す。

浄化槽整備事業

宅地開発事業

区分

一般会計

特
別
会
計

企
業
会
計

区分

国民健康保険

老人保健医療

水道事業

下水道事業

介護保険

大衆浴場事業

農業集落排水事業

簡易水道事業

月平均給水量（㎥）
有 収 率 （ ％ ）

処 理 区 域 内 人 口 （ 人 ）
処 理 区 域 内 戸 数 （ 戸 ）
年 間 汚 水 処 理 水 量 （ ㎥ ）
年 間 有 収 水 量 （ ㎥ ）
月 平 均 汚 水 処 理 量 （ ㎥ ）
月 平 均 有 収 水 量 （ ㎥ ）
有 収 率 （ ％ ）

年度末給水人口（人）
下水道事業水道事業

※水道事業会計、下水道事業会計の資本的収支における差引Ｃのマイナスについては、当年度分損益勘
定留保資金等より補てんしています。

月平均配水量（㎥）

年度末給水戸数（戸）
年 間 配 水 量 （ ㎥ ）
年 間 給 水 量 （ ㎥ ）
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○歳入の概要

平成１９年度歳入内訳（単位：百万円）

前年対比

市税
分担金及び
負担金等

その他 地方交付税 地方譲与税等 国庫支出金 県支出金 市債 計

平成１８年度 6,012 785 2,663 9,374 1,833 2,902 1,412 3,378 28,359
平成１９年度 6,729 751 2,365 9,172 1,234 2,512 1,768 2,416 26,947
前年比 11.9% △4.3% △11.2% △2.2% △32.7% △13.4% 25.2% △28.5% △5.0%

主な要因としては次のとおりです。

前年度比較額 伸び率

717 11.9%

356 25.2%

144 16.2%

前年度比較額 伸び率

△ 599 △32.7%

△ 390 △13.4%

△ 962 △28.5%

△ 325 △28.3%

　歳入とは、市に入ってくるお金のことで、その性格から自主財源と依存財源に分けられます。
　【自主財源】とは、市が独自に集められるお金のことで、主に皆さんが納められる市税がありますが、他に
施設の使用料や各種負担金等があります。
　【依存財源】とは、国や県から割り当てられるもので、地方交付税や各種交付金、市債（市の借金）等があ
ります。
　自主財源が多いほど、市の事業の自主性と安定性が保たれます。玉名市は自主財源が３７％しかないこ
とになります。

費 目

費 目

平成19年度歳入総額は２６９億４千６００万円で、前年度に比べ１４億１千３百万円（5.0％）の減収となっています。

主
な
増
収
の
内
容

主
な
減
収
の
内
容

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

市 税

地 方 譲 与 税 等

繰 入 金

繰 越 金

市 債

主な要因

所得譲与税、自動車重量譲与税、減税補てん特例交付金の減

市町村合併補助金、公立学校施設整備費負担金、地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ
基盤施設整備事業補助金の減

地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤施設整備事業債、中学校校舎改築事業債の
減

主な要因
税制改正（税率改正、定率減税の廃止、老年者経過措置１/3→
2/3）による増

介護給付訓練等給付費負担金、選挙費委託金（3件）、県民税徴
収事務委託金の増

財政調整基金の取り崩しによる増

　市税
6,729（25％）

国庫支出金
 2,512（9％）

地方譲与税や
各種交付金
　1,234（5％）

　地方交付税
　9,172（33％）

その他
2,365
（9％）

　分担金及び
負担金、使用
料及び手数料
　751（3％）

　市債
2,416（9％）

　県支出金
1,768（7％）

自
主
財
源

依
存
財
源

　総　額
　26,946
　百万円

財産収入　　　　　７２
寄付金　　　　 　　　０
繰入金　　　 １，０３３
繰越金　  　　 　８２５
諸収入　     　　４３５

●その他の内訳

（37％）

（63％）

２



○市税収入の内訳（単位：百万円）

市税総収入額６，７２８百万円

○市税収入額の推移 （百万円）

○市民1人当たり税負担額（市税計から法人市民税は除いて計算しています)
平成１６年度 平成１７年度 平成1８年度 平成１９年度

5,355 5,355 5,492 6,042

73,485 72,315 72,027 71,455

72,872 74,051 76,249 84,557

○徴収率の推移 （単位：％）

区          分 １６年度
伸び率 伸び率 伸び率

現 年 分 97.2 96.9 △ 0.3 97.1 0.2 97.3 0.2

滞 納 分 10.6 8.3 △ 2.3 16.6 8.3 13.5 △ 3.1

計 89.4 88.5 △ 0.9 88.5 0.0 89.0 0.5

地
方
税

(

徴
収
率

)

１７年度 １８年度 １９年度

市税計（百万円）

人口（人）

1人当たり負担額（円）

都市計画税 164
（2.4%）

入湯税 18 （0.3%）
個人市民税

2,445
（36.3%）

軽自動車税 157
（2.3%）

たばこ税 456 （6.8%）

固定資産税, 2,802
（41.7%）

法人市民税 686
（10.2%）

787

2,852

536

1,716

771

2,869

515

1,715

797

2,794

520

1,901

795

2,802

686

2,445

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成１６年度 平成１７年度 平成1８年度 平成１９年度

個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他の税

6,0125,8705,891
6,728

３



○歳出の概要

平成１９年度目的別決算の内訳（単位：百万円）

前年対比

議会費 総務費 民生費 衛生費
農林水
産業費

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 計

平成１８年度 266 4,338 7,615 2,160 1,842 376 3,356 967 3,060 264 3,290 27,534

平成１９年度 272 3,552 7,625 2,087 1,862 380 4,094 960 1,960 21 3,560 26,373

前年比 2.3% △18.1% 0.1% △3.4% 1.1% 1.1% 22.0% △0.7% △35.9% △92.0% 8.2% △4.2%

主な要因としては次のとおりです。

H18年の集中豪雨、台風災害に係る復旧費の減

主な要因

横島複合施設関係整備事業、地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤整備事業の
減

△35.9%

△92.0%

△3.4% 有明広域行政事務組合設置市負担金の減

△18.1%

前年度比較額

△ 73

伸び率

天水中学校建設費の減

衛生費

△ 1,100

△ 243

△ 786

費 目

平成19年度支出総額は２６３億７千２百万円で、前年度に比べ１１億６千２百万円（4.2％）の減額となっています。

主な要因

主
な
減
額
の
内
容

公債費

教育費

土木費

総務費

災害復旧費

費目

市民会館1号線、立願寺南岩原線、立願寺横町線外1線の増

主
な
増
額
の
内
容 合併特例債償還金の増

　歳出(市が使ったお金）は、その使いみちから、目的別と性質別に分かれます。
　目的別は、議会、民生(老人・児童福祉等）、農林水産業、教育などその使う目的毎に分類されます。

前年度比較額

738

270

伸び率

22.0%

8.2%

民生費 7,625
(30%)

議会費 272 (1%)
公債費 3,560

(13%)

災害復旧費
21(0%)

教育費 1,960
(7%)

消防費 960 (4%)

土木費 4,094
(16%)

農林水産業費
1,862 (7%)

商工費 380 (1%)

衛生費 2,087
(8%)

総務費 3,552
(13%)

総　額
２６，３７２
百万円

４



平成１９年度性質別決算の内訳（単位：百万円）

前年対比

人件費 扶助費 公債費
普通建設
事業費

災害復旧費 物件費
維持補
修費

補助費等 繰出金 貸付金 積立金

平成１８年度 5,284 3,530 3,290 5,382 264 2,446 172 4,099 2,577 127 362 27,533
平成１９年度 5,271 3,771 3,560 3,927 21 2,431 173 4,070 2,399 127 623 26,373
前年比 △0.2% 6.8% 8.2% △27.0% △92.0% △0.6% 0.6% △0.7% △6.9% 0.0% 72.1% △4.2%

義務的経費　　４８%　　　義務的経費には、人件費、公債費、扶助費があり、総額で１２６億２百万円となってい
ます。前年との比較で扶助費が増加しているのは、保育所費、児童手当費、障害者福祉費等の増加が主な要
因です。公債費については今後も増加することが確実で、厳しい財政運営が予想されます。

その他の経費　　３７%　　　平成20年度に公債費の繰上償還を予定しているため、減債基金への積立を行って
います。今後も物件費、他会計への繰出金、補助費等については節減に努めていくこととしています。

投資的経費　　１５%　　　平成18年度の主な事業であった、天水中学校建設事業、地域イントラネット基盤施設
整備事業、横島総合支所複合施設建設事業等が完了したことにより減少しています。

計
義務的経費 その他の経費投資的経費

　性質別は、支出が義務付けられ、自由に削減できない義務的経費と、道路や学校整備事業など生活水準を高
める普通建設事業と災害復旧事業をあわせた投資的経費、国民健康保険や老人医療等への繰出金、消防など
への負担金等の補助費や積立金等からなるその他の経費に大別されます。

義務的
　経費
48%

その他の経費
37%

投資的経費
15%

人件費 5,271 (21%)

扶助費
3,771 (15%)

公債費
3,559 (13%)

維持補修費 173 (1%)
物件費

 2,431 (9%)

補助費等
 4,070 (15%)

繰出金
 2,399 (9%)

積立金
623 (2%)

投資出資貸付金
127 (0%)

普通建設事業費
 3,927( 15%)

災害復旧事業費
 21 (0%)

 総　額
２６，３７２
百万円

■主な経費の推移(単位：百万円）

5,276 5,271

2,659

3,183

4,421

5,646

5,284
5,550

3,5303,231

3,7713,290

3,239
3,560

3,948

4,895

2,000

3,500

5,000

6,500

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

５



○市債の状況

市民1人当たり約４６万円の借金

○基金の状況
　基金とは、市が積み立てる貯金のことで、特定の目的のために使われます。

市民1人当たり約６万９千円の積立金

　市債とは、長期的な計画に基づいて多額の経費を要する建設事業や臨時的な災害復旧費に当てるために行わ
れる長期の借入金です。このため、借り入れるに当たっては、事業の利益が市民に還元されるものに限るとともに
長期の財政運営見通しの計画の下に行っています。
　平成19年度末の市債の残高は次のグラフのとおりとなります。

　平成１９年度末で市債残高は、一般会計で３２６億２千万円です。これを市民１人当たりになおすと、４５万６千５
百円で、１世帯当たりは、１２８万６千４百円となります。

　平成１９年度末で基金のうち積立基金残高は、４９億３千４百万円となっています。市民１人当たりになおすと、６万９千円
で、１世帯当たりは、１９万４千６百円を積み立てていることになります。

19年度末基金残高  （総額：５，８６０百万円）

ふるさと・水と土保全基金, 41

水産振興基金,18

文化振興整備基金, 54

市有施設整備基金,
979 , (17%)

減債基金,
 972 , (16%)

国民健康保険事業
財政調整基金, 582, (10%)

財政調整基金,
 1,919 , (32%)

奨学基金, 109

人材育成基金, 99
簡易水道施設工事等基金,

29

農業集落排水処理
施設基金, 35

浄化槽市町村整備
推進事業減債基金, 2

介護給付費準備基金, 169

教育振興基金, 100

他,
656 , (11%)

社会福祉振興基金,
 752 , (13%)

単位：百万円

一般会計, 32,620
(65%)

特別会計, 3,565
(7%)

水道事業会計,
4,812　(9%)

下水道事業会計,
9,599　(19%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年度末市債の状況　　（総額：５０，５９５百万円）

介護保険　77
簡易水道　218
農業集落排水　3,221
大衆浴場　30
浄化槽整備　19

▽市債：道路や港湾等に係る土木施設の新設及び改良、公営住宅建設、社会福祉施設や学校施設の建設な
ど、社会資本の充実を目的として実施するさまざまな公共事業の財源とするため借り入れたお金。

単位：百万円

▽積立基金：基金のうち、奨学基金、農業集落排水処理施設基金、国民健康保険事業財政調整基金、簡易水道施設
工事等基金、介護給付準備基金、浄化槽市町村整備推進事業減債基金を除く基金になります。

６



○健全化判断比率・資金不足比率

【健全化判断比率】 （単位：％）

指　標　名 玉名市（Ｈ19年度） 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － 12.67 20

②連結実質赤字比率 － 17.67 40

③実質公債費比率 16.8 25 35

④将来負担比率 164.9 350

【資金不足比率】 （単位：％）

特別会計の名称 玉名市（Ｈ19年度） 経営健全化基準

大衆浴場事業特別会計 － 20

農業集落排水事業特別会計 － 20

簡易水道事業特別会計 － 20

宅地開発事業特別会計 － 20

浄化槽整備事業特別会計 － 20

水道事業会計 － 20

下水道事業会計 － 20

　地方公共団体の財政破たんを未然に防ぐとともに、悪化した団体に対して早期に健全化を促
すため、平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、地方公
共団体は、毎年度決算に基づく実質的な赤字や公社・第三セクター等を含めた実質的な将来
負担等による指標（健全化判断比率及び資金不足比率）を算定し、公表することが義務付けら
れました。

　　玉名市の現状においては、健全化判断比率、資金不足比率とも、早期健全化基準、経営健
全化基準と比較して、健全な状態であります。

　※①②については、実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」で表示しています。

①実質赤字比率：一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示します。

資金不足比率：公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較し
て指標化し、経営状況の深刻度を示します。

※資金不足が生じていないため「－」で表示しています。

②連結実質赤字比率：一般会計だけではなく、国民健康保険事業、介護保険事業などの特別
会計や水道事業、下水道事業などの公営企業会計も含めた玉名市全体における赤字や黒字
を合算し、地方公共団体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体運営の深刻度を示します。

③実質公債費比率：一般会計の公債費(借金の返済額)だけでなく、公営企業会計等の公債費
に充てるための繰出金や有明広域行政事務組合、玉名市玉東町病院組合に係る公債費に対
する負担金なども含めた実質的な公債費の額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示し
ます。

④将来負担比率：地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性の
ある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、数値が大きくなるほど将来見込まれる負担
が大きく、将来の財政運営を圧迫する可能性の高さを示します。
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○その他の財政分析指標 （単位：千円、％）

区          分 １６年度

伸び率 伸び率 伸び率

15,259,312 15,497,385 1.6 15,862,796 2.4 15,825,549 △ 0.2

0.40 0.41 0.01 0.43 0.02 0.45 0.02

93.7 98.6 4.9 96.9 △ 1.7 97.7 0.8

14.7 14.8 0.1 15.6 0.8 17.2 1.6

- 16.2 17.1 0.9 16.8 △ 0.3

注2）・・普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的、かつ、妥当な水準で行政を行うため
の財政需要のうち、一般財源で賄うべき額を一定の方法で算定したものである。

経 常 収 支 比 率

【財政力指数】・・・基準財政収入額（注1）を基準財政需要額（注2）で除して得た数値の過去３ヵ年
の平均値で示す指数であり、１．０に近いほど財源に余裕があり、財政基盤が強いとされていま
す。

【経常収支比率】・・・財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいこ
とを示す。すなわち、人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に地方税・普通交付税等を中心とす
る経常的一般財源がどの程度充当されているかを示す比率である。おおむね70％～80％の間に
分布するのが妥当とされ、高いほど財政は硬直化しているといえます。

【公債費負担比率】・・・財政構造の弾力性を判断する指標であり、公債費に充当された一般財源
の一般財源総額に占める割合を表す比率である。率が高いほど、財政運営の硬直性の高まりを示
す。（公債費には繰上げ償還や一時借入金利子に係るものも含む）１５％が警戒ライン、２０％で危
険ラインといわれます。

１７年度

注1）基準財政収入額・・普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体の財政力を合理的に測定する
ために、標準的な状態で見込まれる税収入を一定の方法で算定したものである。（収入実績ではなく、客観
的なあるべき一般財源収入額としての性格を有する。）

公 債 費 負 担 比 率

１８年度 １９年度

標 準 財 政 規 模

【標準財政規模】・・・地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の総量（規
模）です。

財 政 力 指 数

実 質 公 債 費 比 率
( 再 掲 ）

【実質公債費比率】・・・平成17年度決算から取り入れられた自治体の財政健全度を示す新たな指
標です。借入金の返済に充てる経費の割合を表したもので、公営企業会計も含めた市全体の借入
金返済に充てる経費の割合を示した指標です。この指標（3ヵ年平均）が18％以上になると地方債
の発行について許可が必要になり、25％以上になると一部の地方債の発行が制限されることとな
ります。
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○平成２０年度上半期の予算執行状況 H20．9．30現在

　平成２０年度の各会計の上半期執行状況は、次のとおりです。
（単位：百万円）

歳入済額 執行率 歳出済額 執行率

26,713 1,210 27,923 11,716 42.0% 10,170 36.4%

8,715 -5 8,710 2,917 33.5% 3,770 43.3%

855 52 907 753 82.9% 818 90.1%

773 773 234 30.2% 160 20.8%

5,730 28 5,758 2,301 40.0% 2,288 39.7%

9 3 12 2 16.5% 7 54.8%

867 868 100 11.6% 270 31.1%

37 37 16 44.4% 12 33.4%

5 5 9 181.6% 2.1%

42 42 4 8.9% 12 28.4%

17,033 79 17,112 6,335 37.0% 7,337 42.9%

会計 当初予算 補正予算 予算現額 執行状況 執行率

収入 766 15 781 335 43.0%

支出 718 9 728 173 23.8%

収入 311 311 0.0%

支出 729 11 739 101 13.6%

収入 1,299 1,299 776 59.8%

支出 1,243 3 1,246 350 28.1%

収入 1,841 1,841 331 18.0%

支出 2,299 4 2,303 924 40.1%

企
業
会
計

収益的収支

資本的収支

下水道事業

収益的収支

資本的収支

区分

介 護 保 険 事 業

一般会計

簡 易 水 道 事 業

歳出
区分 当初予算 補正予算 予算現額

歳入

後 期 高 齢 者 医 療

　【当初予算】とは、一会計年度を通じて定められる基本的予算のことで、その編成時点におけ
る事実、見通しを基礎として見積もられ、年度開始前に議会に提案し、議会の議決により成立しま
す。
　

【補正予算】とは、年度中途における事情の変化により経費の不足を生ずるような事態が発生し
た場合に、当初予算に「追加」または「更正」の変更を加えるために提出する予算で、上の表では、
６月議会と９月議会により成立した額となります。

水道事業

計

浄 化 槽 整 備 事 業

特
別
会
計

大 衆 浴 場 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

宅 地 開 発 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

老 人 保 健 事 業
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○２０年度一般会計上半期執行状況

2億8,979万円

7億3,897万円

6億0,476万円

12億1,050万円

6億749万円

12億6,312万円
0

13億7,884万円

1億3,123万円

17億9,190万円

5億6,332万円

24億7,563万円

0

35億5,080万円

32億4,800万円
66億3,457万円

62億7,136万円 88億7,900万円

分担金、負担金
使用料、手数料

地方譲与税等

諸収入、繰越金
財産収入、寄付金

繰入金

県支出金

国庫支出金

市債

市税

地方交付税

上段：予算額
下段：執行額

8億7,227万円

21億4,352万円

8億6,291万円

21億4,800万円

4億2,069万円

21億9,000万円

11億9,692万円

37億1,911万円

10億1,656万円

39億7,864万円

19億4,071万円

39億8,515万円

27億5,496万円 78億4,953万円

衛生費

教育費

農林水産業費

総務費

土木費

公債費

民生費

0

450万円

0

3,000万円

1億3,888万円

2億7,867万円

4億9,425万円

6億3,006万円

4億7,176万円 9億6,615万円

災害復旧費

諸支出金、予備費

議会費

商工費

消防費

20億 40億 60億 80億

2億 4億 6億 8億

20億 40億 60億

予算総額　２７９億２，３３３万円
　　（平成２０年９月３０日現在）

執行額
 １１７億１，５９５万円

執行率
 ４２．０％

執行額
　１０１億６，９９１万円

執行率
　３６．４％
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○２０年度税負担及び上半期収納状況 H20．9．30現在

（単位：百万円）

予算額
1人当たり負担額 1世帯当たり負担額

個人 2,468 34,573 96,708 2,784 1,408 50.6% 90.4%

法人 558 - - 284 265 93.5% 98.1%

2,818 39,490 110,459 3,349 1,157 34.6% 84.8%

161 2,261 6,326 187 154 82.1% 85.1%

444 6,227 17,417 223 186 83.3% 100.0%

21 296 827 13 10 79.8% 84.4%

164 2,291 6,408 194 67 34.6% 84.8%

6,635 85,138 238,145 7,034 3,248 46.2% 89.0%市税合計

市民税

軽自動車税

収納済額 収納率
平成19年度

収納率(参考）調定額

たばこ税

入湯税

都市計画税

固定資産税
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○市債現在高

○基金現在高

　一般会計債とは、道路や港湾等に係る土木施設の新設及び改良、公営住宅建設、社会福祉施
設や学校施設の建設など、社会資本の充実を目的として実施するさまざまな公共事業の財源とす
るため借り入れたお金で、その他の市債はそれぞれの事業のために借り入れたお金になります。

　基金は、特定の目的のために積み立てますが、一般会計財政調整基金は、一般会計の収支に
よって黒字の場合は新たに積み立て、赤字の場合は取り崩して運用します。

基金の現在高 H20.9.30現在

介護給付費準備基金

浄化槽市町村整備推
進事業減債基金

農業集落排水処理施
設基金

簡易水道施設工事等
基金

人材育成基金

ふるさと・水と土保全基
金

水産振興基金

国民健康保険財政
調整基金 582

他 655

一般会計財政調整基
金 1,920

社会福祉振興
基金 752

市有施設整備
基金 980

減債基金 972

教育振興基金

文化振興整備基金

奨学基金

総額：５８億６千百万円

一般会計
30,924

特別会計
3,579

水道事業
4,719

下水道事業
9,335

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市債現在高　　H20.9.30現在

介護保険　77
簡易水道　217
農業集落排水　3,243
大衆浴場　23
浄化槽整備　19

総額：４８５億５千７百万円

単位：百万円

単位：百万円
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○市有財産の状況   H20.9.30現在

地積及び延床面積（㎡）

市庁舎 15,110

公営住宅 76,233

公園 4,452

その他の施設 84,069

学校 116,999

小 計 296,863

市庁舎 29,006

消防施設 3,345

山林 2,207,258

公営住宅 233,825

公園 598,462

その他の施設 635,064

学校 488,955

小 計 4,195,915

30,581

山林 490,617

山林以外の土地 275,375

小 計 765,992

4,961,907

145,241,000円

64,803,000円

○一時借入金の現在高   H20.9.30現在

現在高

０円

０円

０円

特別会計

企業会計

区分

一般会計

有価証券

出捐金

区　　　分

総  計（土地）

建  物

建
物

行
政
財
産

土
地

土
地

普
通
財
産
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